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 はじめに  

 「身分」の概念は、現在の日本に

おける制定法のうち、民法典におい

ては第 789 条及び第 809 条において

嫡出子のそれについて語られるのみ

であるが、人事訴訟法及び戸籍法に

おいて用いられており、それらの規

定を踏まえると、民法における身分

の性質として形式性・対世性を捉え、

人の特定のための要素として身分の

概念を捉えることができるように思

われる ( 1 )。  

 このうち、まず、人の特定という

観点から身分（ état）の概念を定める

 
( 1 )  池田悠太「民法における身分と人事訴訟・戸籍」法学 8 9 巻 2 号（ 2 02 5 年）参照。  
( 2 )  V.  Ann e-Mar i e  Lero y er,  «  La  n o t io n  d ’é t a t  d es  p er so nn es  » ,  in  Ru ptu res ,  mo uvement s  e t  

co n t in u i t é  du  d ro i t ,  Au to u r  d e Mich e l l e  Gob er t ,  Eco no mica ,  20 04 ,  n o  3 ,  p .  249  ;  Jud i th  

Ro chfe ld ,  Les  g ra nd es  no t ion s  du  d ro i t  p r i vé ,  3 e  éd . ,  PUF,  2022 ,  no t ion  1 ,  n o  15 .  
( 3 )  V.  F ran çoi s  Terré  e t  Do min iqu e  Feno ui l l e t ,  Les p erso nn es ,  8 e  éd . ,  Da l lo z ,  2 012 ,  n o  13 9  

e t  s .  
( 4 )  V.  Ter ré  e t  Feno ui l l e t ,  o p.  c i t .  ( sup ra  n o t e  3 ) ,  n o  2 20  e t  s .  ;  Ro ch fe ld ,  op.  c i t .  ( sup ra  

no t e  2 ) ,  n o t io n  1 ,  n o  18 .  
( 5 )  V.  Ter ré  e t  Feno ui l l e t ,  o p.  c i t .  ( sup ra  n o t e  3 ) ,  n o  1 31  e t  s .  ;  Ast r id  Mara i s ,  Dro i t  d es  

pe r so nn es ,  4 e  éd . ,  Da l lo z ,  202 1 ,  n o  141 .  人間の身体すなわち人体の処分不可能性

（ i nd ispon ib i l i t é  du  co rp s  hu main）の原則とともに人の身分の処分不可能性

ことは、フランスの民法学における

伝統的な立場に見られるものである

( 2 )。次に、身分の性質としての形式

性・対世性も、フランスの民法学に

おいて、身分訴訟（ act ion d’état）の

特殊性 ( 3 )や、身分証書（ actes  de l ’é ta t  

c ivi l）と身分との密接な関係 ( 4  )を語

ることを通じて語られていることに、

重なると言える。  

 もっとも、まず、フランスの民法

学において身分の性質という形で正

面から論じられることが多いと思わ

れるのは、それよりもむしろ、いわ

ゆる処分不可能性の原則である ( 5 )。
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そして、身分の概念の要素としての

「特定（ identif icat ion）」についても、

身分の原則的な性質としての「処分

不可能性（ indisponibi l i té）」について

も、近時のフランス民法学には再考

の動きが見られる。  

 そこで、本稿では、そのような近

時のフランス民法学におけるいくつ

かの議論を紹介・検討することを通

じて、民法における身分の概念（ II）

及び性質（ I）についての考察を一歩

進めることとしたい ( 6 )。  

 

 I 民法における身分の性質として

の「処分不可能性」の相対性  

 前述の通り、フランスの民法学に

おいては、人の身分の性質について、

し ば し ば 、「 処 分 不 可 能 性 の 原 則

（ principe d’indisponibi l i té）」が語ら

れる。しかしながら、身分に関する

法について語られる「処分不可能性」

の概念も（A）、その「原則」として

の位置付けも（ B）、絶対的なもので

はない。  

 

 
（ i nd ispon ib i l i t é  d e  l ’ é t a t  d es  p e r son n es）の原則を根拠に代理母契約を無効とした

Cass .  Ass .  p l én . ,  3 1  mai  1 991 ,  n o  90 -2 0 .105 ,  Bu l l e t i n  19 91  A.P.  n°  4  p .  5 や、人の身分の

処分不可能性の原則は（一定の場合における）性別変更の妨げにならないとした
Cass .  Ass .  p l én . ,  11  d écmbre  19 92 ,  n o  91 -11 .900  e t  n o  91 -1 2 .373 ,  Bu l l e t in  19 92  A.P.  n °  13  

p .  27 の存在から、判例においても存在が認められていると言われる。ただし、 20 04

年の時点で、代理母の問題以外では裁判官はほとんど「処分不可能性」を語っていな

いということも指摘されていた（ Lero y er,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  19）。  
( 6 )  本稿は、第一に、フランス法の状況をそれ自体として描くことを目的とするもの

ではない。そのためには、フランスの学説が前提とするフランスの実定法の状況を網

羅的に検討することが必要になるが、関心は実定法を把握するための理論的な視座に

あるので、そのような視座を用意しようとする民法学説が何をもとに何を述べている

かにもっぱら注目するにとどまる。また、第二に、近時のフランス民法学の動向をそ

れ自体として、できるだけ客観的に、描くことを目的とするものでもなく、その網羅

的な検討を標榜するものではない。素材となる議論の選択の恣意性は排除されない

が、最近の状況の概観を提供する Ro ch fe ld ,  o p.  c i t .  ( sup ra  n o t e  2 ) ,  n o t io n  1 の記述に照

らす限り、大きな偏りは免れているとは思われる。  
( 7 )  Lero y er,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  16  (no te  61 ) .  
( 8 )  V.  Ter ré  e t  Feno ui l l e t ,  o p.  c i t .  ( sup ra  n o t e  3 ) ,  n o  1 32  ;  Marai s ,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  5 ) ,  n o  

141 .  
( 9 )  V.  Lero y er,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  17  ;  Au ré l i e  Mu sso ,  La d i sp on ib i l i t é  d u  s ta tu t  

personn e l  e t  fa mi l ia l ,  P resses  un iv er s i t a i r es  d ’Aix -Marse i l l e ,  202 0 ,  n o  13 .  

 A 身分の処分不可能性の概念  

 身分に関する「処分不可能性の原

則」は、今日のフランスの民法学に

おいてしばしば語られているが、歴

史的に見て、20 世紀の学説の産物で

あって、最近のものにすぎないとい

うことが指摘されている ( 7 )のみなら

ず、理論的に見ても、この概念の意

味内容は明確ではない。  

 まず、身分の処分不可能性は、身

分 の 絶 対 的 な 変 更 不 可 能 性

（ immutabil i té  absolue）を意味する

ものではなく、公権力によるコント

ロールのもとでの変更可能性がある

ことは認められているということ

は、（婚姻関係が身分の一つであると

した場合の）婚姻や（住所が身分の

一つであるとした場合の）転居を想

起すれば明らかである ( 8 )。  

 処分不可能性及びそれと対をなす

処分可能性、さらにその基礎をなす

処分の概念は、もともとは財産に関

する法（ droit  des biens）において語

られていたものであることが指摘さ

れている ( 9 )。しかるに、まず、そも
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そも財産に関する法においても処分

（ disposi t ion）の概念は多義的であ

り、所有ないし所有権の概念とも関

連して議論の蓄積があるが ( 1 0 )、少な

く と も 、 処 分 に は 事 実 的 な 処 分

（ disposi t ion matér ie l le）と法的な処

分（ disposi t ion jur idique）とがあるこ

とは共通了解をなしていると言える

だろう ( 1 1 )。身分に関する法において

物の物質的な処分は問題とならない

ので、身分について処分が問題にな

るとすれば、これらのうちの法的な

処分である。さらに、ミュソによれ

ば、財産に関する法における、法的

処分可能性（ disponibi l i té  jur idique）

という狭い意味での処分可能性の概

念と比べて、人及び家族に関する法

における処分可能性（ disponibi l i té）

の概念は、広いものでありうる ( 1 2  )。

広いというのは、財産に関する法に

おける法的処分以外のものも人及び

家族に関する法においては処分とし

てその可能性が問題とされるという

趣旨であろう。  

 そのことをミュソは、処分可能性

／処分不可能性の概念が、それに隣

接するいくつかの概念と区別される

べきだという形で敷衍している ( 1 3  )。

すなわち、第一に、処分可能性／処

分不可能性の概念は、ある類型の行

為を禁じるのではなく、ある存在な

いし価値への重大な侵害を禁じるも

 
( 1 0 )  森田宏樹「処分権の法的構造について」高翔龍ほか編『日本民法学の新たな時

代』（有斐閣、 2 015 年） 473 -49 3 頁参照。  
( 1 1 )  V.  Mu sso ,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  9 ) ,  n o  15 .  
( 1 2 )  Mu sso ,  op .  c i t .  ( sup ra  n o t e  9 ) ,  n o  22 .  
( 1 3 )  Mu sso ,  op .  c i t .  ( sup ra  n o t e  9 ) ,  n o  23 .  
( 1 4 )  Mu sso ,  op .  c i t .  ( sup ra  n o t e  9 ) ,  n o  24 .  
( 1 5 )  Mu sso ,  op .  c i t .  ( sup ra  n o t e  9 ) ,  n o  25 .  
( 1 6 )  Mu sso ,  op .  c i t .  ( sup ra  n o t e  9 ) ,  n o  25 .  例解として、性別変更（ n o  26）、代理母（ n o  

27）、夫婦間の合意（ n o  28）が放棄を伴わないことが述べられている。  
( 1 7 )  Mu sso ,  op .  c i t .  ( sup ra  n o t e  9 ) ,  n o  29 .  
( 1 8 )  Mu sso ,  op .  c i t .  ( sup ra  n o t e  9 ) ,  n o  30 .  

のであるということから、譲渡可能

性／譲渡不可能性（物の場合には

al iénable／ inal iénable の語を、権利の

場合には cessible／ incessible の語を、

用いるべきだとされる。）の概念と区

別すべきだとする ( 1 4 )。身分の処分可

能性の概念は、譲渡という特定の類

型の行為に着目するのではなく、身

分という対象に着目しており、譲渡

以外も問題になるという趣旨であろ

う。第二に、身分の移転（ t ransfer t）

が常に問題になるわけではないとし

( 1 5  ) 、 第 三 に 、 狭 い 意 味 で の 放 棄

（ renonciat ion）が必ずしも問題にな

るわけでもないとする ( 1 6 )。さらに第

四に、契約の客体となりうる要素の

みが問題になるわけではないので、

不融通物（ chose hors  du commerce 

jur idique）の概念とも重ならないの

だと述べる ( 1 7 )。  

 ミュソによれば、これらの隣接す

る概念よりも広く、「法的変動をもた

らしうる全ての行為又は事実であっ

て、意思によってもたらされ重大な

法効果をもたらすがゆえに、その重

大性（ gravité）がこのカテゴリに分

類されることを正当化するようなも

の全て」が、処分に該当すると言う

ことができる ( 1 8 )。ルロワイエは、氏

の変更や代理母契約、親子関係訴権

の放棄に関して人をその人自身から

保護する必要性が、代理母契約や養
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子縁組に関して自然の法則を変更す

ることの禁止が、語られることがあ

り、これが処分不可能性の内実なの

だとするが ( 1 9 )、このときも、禁じら

れるところの処分として想定されて

いるものはミュソのいうそれと共通

していると見ることができる。  

 その一方で、身分の処分不可能性

の概念には広狭二つのものがあるこ

とをミュソは指摘する ( 2 0 )。すなわち、

第一に、最も広い意味として、身分

に対する法の適用について私人の意

思が原則として僅かしか考慮されな

いというものがあり、第二に、より

狭い意味として、法律が許容する範

囲を超えては個人が操作できないと

いうものがあるのだとする ( 2 1 )。ミュ

ソの議論において、こうして定めら

れる処分不可能性の概念と、直前に

定められた処分の概念との関係が必

ずしも明確ではないが、処分の概念

に照らすと、処分不可能性の概念に

おいても、意思としては、重大な帰

結をもたらすそれが想定されている

 
( 1 9 )  Lero y er,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  18  e t  19 .  
( 2 0 )  Mu sso ,  op .  c i t .  ( sup ra  n o t e  9 ) ,  n o  31  à  33 .  
( 2 1 )  ルロワイエは、身分の領域において処分不可能性の語は、個人の意思がそれだけ

では原則として介入できないことを述べるために用いられていると指摘しており

（ Lero y er,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  15）、これは、ミュソの挙げる二つの意味のいず

れにも解しうるが、第一の意味に近いように思われる。  
( 2 2 )  ルロワイエは、身分変更が効力を生じるために公権力の介入を必要とすること

や、訴権の事前の放棄ができないこと、合意が強制力を欠くことなどを捉えて、そこ

での意思は完全に自由に行使されるのではなく、人に関する法において放棄や合意は

一般法を逸脱する特別な性質を帯びているのだとし、これらの意思表示が処分行為だ

とは言えない以上、これらを処分不可能性の例外として位置付けるべきではないとす

る（ Leroy er,  op.  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  17）。もっとも、これらの意思の作用をもさし

あたり処分として位置付けたうえで、一方で意思が作用する余地があることを、処分

不可能性の原則に対する例外として、他方で、意思の作用に対して制約があること

を、処分不可能性の原則の現れとして、位置付けることは可能だと思われる。処分不

可能性の語を語るべきでない理由は、このあと本文で取り上げるものに求めるべきで

あると思われる。  
( 2 3 )  これは、人体の処分について「人」「物」からのアプローチよりも「行為」から

のアプローチを志向する櫛橋明香「人体の処分の法的枠組み (8・完 )」法学協会雑誌

131 巻 1 2 号（ 20 14 年） 2 543 -25 44 頁と、同様の発想であると思われる。  
( 2 4 )  Lero y er,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  19 .  

ものと思われる。  

 多義性や曖昧さを否めないとして

も、これらの意味において身分の処

分不可能性を語ることは、たしかに

可能ではあろう ( 2 2 )。そして、それに

よって身分の性質をおおまかに描く

ことはできると思われる。しかしな

がら、身分の処分不可能性が、もは

や、身分に関して重大な帰結をもた

らすことができないということを意

味するにすぎないのだとすれば、ミ

ュソのいう処分に当たる行為や事実

から効果が生じることを、単にその

重大な帰結を理由として、制限すれ

ば足りるように思われる ( 2 3 )。つまる

ところ人を保護や自然の法則を変更

しないことが目的とされているのだ

から公序（ ordre public）を語れば足

りるとするルロワイエの主張 ( 2 4  )は、

その意味で説得的であると思われる。 

 

 B 身分の処分不可能性の原則性  

 仮に前述のような意味において身

分の処分不可能性を語るとしても、
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次の問題は、それが身分に関する法

において原則 ( 2 5  )として位置付けら

れるのかどうかである。身分の処分

不可能性の原則性に対しては、実定

法との整合性という実証的な観点か

らも、身分の概念との関係という理

論的な観点からも、疑義が呈されて

いる。  

 すなわち、まず、実定法において、

身分の「処分」の可能性が認められ

る場合が増加していることが指摘さ

れている。このことは指摘されて久

しいが ( 2 6 )、2020 年に公刊された博士

論文においてこの問題についての包

括的な研究に取り組んだミュソは、

処分不可能性の原則性が大幅に弱ま

った画期を、「 21 世紀の司法の現代

化に関する 2016 年 11 月 18 日法律

（ Loi n o  2016-1547 du 18 novembre 

2016 de modernisat ion de la  just ice  du 

XXI e  s iècle）」に見出している ( 2 7 )。先

に見た、ミュソのいう処分不可能性

の原則の意味の多義性との関係は必

ずしも明示されていないが、法律が

許容する範囲の変化を問題にしてい

る限り、狭義の処分不可能性の原則

に対する影響はないはずであるから

 
( 2 5 )  フランス語で語られるのは p r in c ip e の語であり、それは「原理」とも訳しうる

が、 p r in c ip e が ex cep t ion（例外）と対比されること（Mu sso ,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  9 ) ,  n o  

53）を踏まえて、それに対する例外が問題になるような「原則」として捉え、それを

問題にすることとする。  
( 2 6 )  V.  Ter ré  e t  Feno ui l l e t ,  o p.  c i t .  ( sup ra  n o t e  3 ) ,  n o  1 34 .  
( 2 7 )  Mu sso ,  op .  c i t .  ( sup ra  n o t e  9 ) ,  n o  8 ,  36 ,  160 ,  16 1 ,  273  e t  445 .  
( 2 8 )  実際に、Mu sso ,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  9 ) ,  n o  4 45 は、 20 16 年 11 月 18 日法律による変

動の後も、私人の意思は強行的に限定された枠の中でのみ表明されうるのではなけれ

ばならないとする原則は維持されているのだとし、 n o  447 では、問題とされている処

分不可能性の概念が広義のそれであることが明示されている。  
( 2 9 )  Mu sso ,  op .  c i t .  ( sup ra  n o t e  9 ) ,  n o  161  e t  273 .  第一のものは n o  18 8  e t  s .において、第

二のものは n o  23 4  e t  s .において、第三のものは n o  209  e t  s .において、取り上げられて

いる。  
( 3 0 )  簡潔に概観を提供するものとして、Mara i s ,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  5 ) ,  n o  18 2 も参照。  
( 3 1 )  コンブレ・ジャック（小柳春一郎＝大島梨沙訳）「フランスの離婚手続と公証

人」ノモス 4 0 号（ 2 01 7 年）参照。フランスの離婚法における 20 16 年 11 月 1 8 日法律

の位置付けについて、 D omin iq u e Fen oui l l e t ,  Dro i t  d e  la  f a mi l l e ,  5 e  éd . ,  Dal lo z ,  2 022 ,  n o  

193  e t  19 5 も参照。  

( 2 8 )、広義の処分不可能性の原則が問

題にされていると見るべきであろう。 

 その際に特に意味を見出されてい

る の は 、 名 の 変 更 の 脱 司 法 化

（ déjudiciar isat ion）、離婚の脱司法化、

性 別 の 変 更 の 脱 医 学 化

（ démédical isat ion）、という三つの変

化である ( 2 9 )。すなわち、第一に、名

の変更の申立ては、家族事件裁判官

（ juge aux affaires  famil ia les）に対し

てすることができるとされていたの

に対して、身分吏（ off ic ier de l’é ta t  

c ivi l）に対してすることができるこ

とになった（民法典 60 条 1 項）( 3 0 )。

改正後は、身分吏は、正当な利益に

基づかないと判断したときにはまず

検察官の判断を仰ぐこととされ、そ

の検察官が変更に反対したときに初

めて、申立人等が家族事件裁判官の

判断を仰ぐことができるとされてい

る（同条 4 項）。第二に、離婚には裁

判官が関与することとされていたと

ころ、純粋に契約的な離婚である、

相互の同意による離婚（ divorce par  

consentement mutuel）が導入された

（民法典 229-1 条以下）( 3 1 )。第三に、

性別の変更は、1992 年以降、判例法
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上認められていたものの、性同一性

障害などの医学的要件が課されてい

たのに対して、性別変更に関する規

定が民法典に明文化されるとともに、

医学的要件が撤廃された（民法典 61-

5 条以下） ( 3 2 )。  

 これらを踏まえて日本の状況を振

り返ると、日本法においては、一方

で、協議離婚はフランスに先んじて

広く認められてきた（民法 763 条）。

他方で、名の変更のためには、常に

家庭裁判所の許可を得なければなら

ず（戸籍法 107 条の 2） ( 3 3 )、性別変

更は非医学化していない（性同一性

障害者の性別の取扱いの特例に関す

る法律 3 条）( 3 4 )。実定法との整合性

という観点からは、現在のフランス

と比べて、原則性を語ることに対す

る支障は小さいとも言える。  

 しかしながら、そもそも、原則性

の理論的な位置付けから問題とすべ

きである。この問題は、実際に、フ

ランスにおいても、しかも 2016 年

11 月 18 日法律の前から、論じられ

ている。  

 
( 3 2 )  簡潔に概観を提供するものとして、Mara i s ,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  5 ) ,  n o  187  e t  s .も参

照。  
( 3 3 )  戸籍法 1 07 条にいう氏は呼称上の氏であって民法上の氏ではないと言われている

（谷口知平『戸籍法〔第 3 版〕』（有斐閣、 1 98 6 年） 28 0 頁、戸籍実務研究会編『初任

者のための戸籍実務の手引き〔改訂新版第六訂〕』（日本加除出版、 20 12 年） 2 65

頁）。名は民法に定めがないものの、名についても同様の区別を観念することも考え

られなくはないが、呼称上の氏と民法上の氏との区別は戸籍の記載の単位を画するた

めに意味を持つものだと考えられるところ、名についてはその必要がなく、いずれに

せよ、そのような区別はここでは捨象する。  
( 3 4 )  厳密に言えば、同法が定めているのは性別の変更ではなく性別の取扱いの変更で

しかないが、ここではその違いは捨象する。フランス法においても、民法典 61 -5 条

において定められているのは、身分証書における性別の記載の変更であって、性別の

変更ではない。  
( 3 5 )  ロシュフェルドも、身分の処分不可能性を、特定機能からの帰結として位置付け

ている（ Ro ch feld ,  o p.  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  no t ion  1 ,  n o  18）。  
( 3 6 )  Lero y er,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  18 .  そこで、ありうる根拠として検討されるの

が、前述した、人の保護（ n o  18）や自然の法則の尊重（ n o  1 9）である（前記注 (1 9 )に

対応する本文参照）。  
( 3 7 )  Ro ch fe ld ,  o p.  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o t ion  1 ,  n o  2 1 も、今日では生物学的手段、情報学

的手段による人の特定がありうることを指摘している。そこでは、新しい要素が身分

 ここでは、2004 年の時点でルロワ

イエが、身分の処分不可能性の正当

化を批判的に検証するなかで述べて

いることが参照に値すると思われる。

ルロワイエは、まず、身分の処分不

可能性は、伝統的に、法的安定性を

保障する必要性や社会秩序の維持か

ら正当化されているということを指

摘する ( 3 5  )。そのうえで、今日では、

ナンバリングや登録、生体認証など

によって、身分の変更があっても個

人を特定することが可能である、と

述べ、今日では、特定という要請は

身分の変更可能性（mutabil i té）と両

立不可能ではないとして、上記のこ

とは根拠となりえないとする ( 3 6 )。  

 ただし、まず、個人番号等による

特定が可能であるとする点について

は、それが身分の変更にもかかわら

ず可能であるとしていることからす

ると、特定は身分によるのではない

とされており、身分は特定のための

ものとしては捉えられなくなってい

る、という可能性もある ( 3 7 )。もっと

も、身分を構成する要素の全てが揃
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わなければ特定ができないというこ

とは必然ではなく、ここではある要

素に変更があっても他の要素によっ

て特定が可能である旨が述べられて

いるにとどまり、身分はあくまでも

特定のためのものとして捉えられて

いる、とも考えられる。実際にルロ

ワイエが提唱する新しい身分概念の

もとでも、身分は特定の機能を有す

るはずである ( 3 8 )。いずれにせよ、こ

こでの論旨の残りの部分においても

人の特定という機能との関係が問題

とされていることは確かである。  

 そうだとして次に、ここで問題と

されているのが処分可能性ではなく

変更可能性であるという点にも注意

を要する。既に確認した通り、処分

不可能性は、絶対的な変更不可能性

を意味しないと考えられている。婚

姻関係や住所が身分であるとしても

婚姻や転居による身分の変更が可能

であることに、そもそも異論はない

のである。したがって、処分可能性

の問題は、変更可能かどうかという、

いわば質的な問題ではなく、何がい

かなる場合に変更可能であるかとい

う、いわば量的な問題である。  

 このような留保を要するが、（身分

の本質をなすと捉えることのできる）

特定という要請と、（変更可能性の一

種である）処分可能性とは、両立す

る、ということを述べるものとして

捉えるならば、その指摘は正鵠を得

 
を構成する可能性が示唆されている。  
( 3 8 )  後記 I I  B 参照。  
( 3 9 )  最大判平成 2 7 年 1 2 月 1 6 日民集 69 巻 8 号 2 586 頁には、「氏は、個人の呼称とし

ての意義があり、名とあいまって社会的に個人を他人から識別し特定する機能を有す

るものであることからすれば、自らの意思のみによって自由に定めたり、又は改めた

りすることを認めることは本来の性質に沿わないものであり、一定の統一された基準

に従って定められ、又は改められるとすることが不自然な取扱いとはいえない……」

という一節があるが、これは、氏や名といった身分についてのそのような考察の例と

して位置付けることのできるものであろう。  

ていると思われる。たしかに、特定

のための要素は通時的に同一である

方が、特定は容易になるが、特定の

ための要素であるからといって、通

時的に同一であることまでは求めら

れず、共時的に一つに定まればよい

と考えられるからである。特定のた

めの要素であることは、形式性や対

世性を要請するものではあるが、処

分可能性とは両立すると思われるの

である。特定のためのものとして身

分を捉えたうえで、どの範囲で変更

可能性を認めるか、なかんずく処分

可能性を認めるべきかという問題は、

個別的に考察すべき問題であって

( 3 9 )、身分に共通する性質として、処

分不可能性の原則を取り上げる必要

性は乏しいのではないかと思われる。 

 フランスにおいて「身分」の「処

分不可能性」が論じられる際には、

さしあたり一定の身分の概念を前提

に、あるいは、身分に含まれること

に争いのないものについて、その性

質としての「処分不可能性」が再考

されていたと思われるが、近時のフ

ランス民法学においては、「身分」の

概念それ自体を再考する動きも見ら

れる。  

 

 II  民法における身分の概念の要

素としての「特定」の絶対性  

 身分の概念は、前述の通り、伝統

的には人の特定という観点から定義
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されてきた。これに対して、近時、

一方では社会の観点から（A）、他方

では個人の観点から（B）、身分の概

念を更新する試みが見られると言え

るが、いずれも、身分の概念におけ

る人の特定という要素を揺るがすも

のではないと思われる。  

 

 A 身分と社会的なステータス  

 一方で、いわば社会の観点から身

分の概念を捉え直すことを試みてい

るのが、ゴゴス＝ジャントラン『人

の諸地位／諸身分（ sta tuts）』（ 2011 年）

( 4 0 )である。本稿において身分として

問題としているフランス語の概念は

原則として état であるのに対して、

ゴゴス＝ジャントラン論文において

主題とされるのは sta tut の概念であ

る。état と語源（ status）は共有して

おり、一般的には互換的に用いられ

ることもあるものであるから ( 4 1 )、密

接な関係に立つものの、結論から言

えば、この statut は地位と訳すべき

であり、 état＝身分とは別の概念だ

と解すべきだと考えられるが、その

ことも含めて、身分の問題に少なく

とも隣接するものとして、ここで取

り上げる。  

 ゴゴス＝ジャントランは、法にお

ける人の区別（ différenciat ion）への

関心から出発し、その一つとしての、

地位／身分（ statut）による区別に関

心を向ける ( 4 2 )。さまざまな区別のな

かで、statut による区別は、社会的な

 
( 4 0 )  Amél i e  Gogo s -Gin t rand ,  Les  s ta tu t s  d es  p erso nn es .  Étud e  d e  la  d i f f é ren c ia t ion  d es  

personn es  en  d ro i t ,  IRJS ,  2011 .  
( 4 1 )  V.  Gogo s -Gin t rand ,  op.  c i t .  ( sup ra  no t e  40 ) ,  n o  17 ,  n o te  4 4  ;  Ter ré  e t  Fenou i l l e t ,  o p.  

c i t .  ( sup ra  no t e  3 ) ,  n o  125 ,  1 21  et  s .  
( 4 2 )  Gogo s -Gin t rand ,  op.  c i t .  ( sup ra  no t e  40 ) ,  n o  1  e t  8 .  
( 4 3 )  Gogo s -Gin t rand ,  op.  c i t .  ( sup ra  no t e  40 ) ,  n o  9  e t  1 2 .  
( 4 4 )  Gogo s -Gin t rand ,  op.  c i t .  ( sup ra  no t e  40 ) ,  n o  18 2  e t  241 .  
( 4 5 )  Gogo s -Gin t rand ,  op.  c i t .  ( sup ra  no t e  40 ) ,  n o  23  e t  29 .  

ポジション（ posi t ionnement social）

を決するものである点において特徴

を 有 し 、 社 会 的 な 秩 序 立 て

（ ordonnancement social）ないし社会

的なヒエラルキー（ hiérarchie  sociale）

の支柱となるものとして、捉えられ

ている ( 4 3 )。日本語の日常用語でいう

「ステータス」にまさに相当すると

言えるだろう。ここで注目されてい

るのは区別の目的であって、正当化

されないと考えられる事実的な不平

等を是正するための、平等を目的と

した規範が形成するのは、単に人の

カテゴリ（ catégories  de personnes）

であるのに対して、正当化されると

考えられた権利における不平等を取

り入れるための、不平等を目的とし

た規範は、人の地位／身分（ statu ts  de 

personnes）を形成するのだとされる

( 4 4 )。  

 この、人の地位／身分は、多元的

な法秩序においては、適用される法

ないし法律を決する「法にかかる地

位／身分（ statut - loi）」であるのに対

して、一元的な法秩序においては、

法的特権を決する「特権にかかる地

位／身分（ statut -prérogatives）」であ

るとされる ( 4 5 )。そして、現在のフラ

ンスについて特に問題とされるのは

このうち後者であり、それによる人

の区別は、ある基準に従って、まず、

区別が基礎付けられるという「直接

的効果（ effets  directs）」があり、次

に、政治的な次元において他の「反
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射的効果（ effets  réf lexes）」が生じる、

という構造を持つものとして分析さ

れている ( 4 6 )。  

 ゴゴス＝ジャントランによれば、

今日の実定法上、大別して三種類の、

地位／身分による区別がある ( 4 7 )。曰

く、第一に、国家との関係において、

国民又は外国人としての地位／身分

が基礎付けられ、それに伴って、公

務への就任の可能性などにおいて違

いが生じる ( 4 8 )。第二に、契約当事者

としての地位と、合意の性質や社会

的な承認とが相まって、労働者とし

ての地位／身分が基礎付けられ、そ

れに伴って、社会保障を享受するこ

とになるのだとされる ( 4 9  )。第三に、

婚姻を起点として家族的な地位／身

分が基礎付けられ、それに伴って、

社会保障法や租税法における差異が

生じるのだとされる ( 5 0 )。特に労働者

の地位／身分及び家族的な地位／身

分について、社会における非差異化

（ indifférenciat ion）が進んでいるこ

とも指摘されるが、なお存在してい

るとされる ( 5 1 )。  

 ここでは、以上のような議論の具

体的な検証は措いて、ゴゴス＝ジャ

ントランのいう statu t の概念の意義

やそれと état の概念との関係を明ら

かにしたい。  

 まず、ゴゴス＝ジャントランは、

état の概念は過去においても今日に

おいても定義が困難であることを確

認しつつ、古法期のドマの用語法に

 
( 4 6 )  Gogo s -Gin t rand ,  op.  c i t .  ( sup ra  no t e  40 ) ,  n o  97  e t  98 .  
( 4 7 )  Gogo s -Gin t rand ,  op.  c i t .  ( sup ra  no t e  40 ) ,  p .  13 8  e t  428 .  
( 4 8 )  Gogo s -Gin t rand ,  op.  c i t .  ( sup ra  no t e  40 ) ,  n o  99  à  1 33 ,  55 9 .  
( 4 9 )  Gogo s -Gin t rand ,  op.  c i t .  ( sup ra  no t e  40 ) ,  n o  13 4  à  162 ,  5 59 .  
( 5 0 )  Gogo s -Gin t rand ,  op.  c i t .  ( sup ra  no t e  40 ) ,  n o  16 3  à  181 ,  5 59 .  
( 5 1 )  Gogo s -Gin t rand ,  op.  c i t .  ( sup ra  no t e  40 ) ,  n o  47 1 ,  555  e t  56 0 .  
( 5 2 )  Gogo s -Gin t rand ,  op.  c i t .  ( sup ra  no t e  40 ) ,  n o  22 ,  4 7 .  
( 5 3 )  Gogo s -Gin t rand ,  op.  c i t .  ( sup ra  no t e  40 ) ,  n o  55 7 .  

よれば、人を能力者（ cabable）又は

無能力者（ incapable）とする一定の

資格として état の概念を捉えること

ができる、と述べたうえで、それに

続けて、ここでの能力（ capacité）及

び無能力（ incapacité）の概念は人の

état の政治的機能を示すものであり、

人の statut は社会的な秩序立ての支

柱となるのだ、と論を進め、そして、

こ の よ う な 見 方 に お い て état と

statut とは重なり合うのであり、歴史

的に état はその様々な statut によっ

て構成されていた、と結論付けてい

る ( 5 2 )。そうすると、このような準備

的な検討の後に続く本論においては、

もっぱら statut の語が用いられてい

るのものの、statut について述べられ

ていることは état について述べられ

ていることでもある、ということに

なりそうである。  

 しかし、歴史に関する準備的な考

察の部分を離れて、論文全体の結論

の部分を見ると、やはり état と statut

の概念は区別されている ( 5 3 )。すなわ

ち、一方で、 état を構成するものの

うち一部のみが statu t を構成するの

だとされる。例として、国民、外国

人、配偶者などは éta t であるととも

に statut でもあるとされるのに対し

て、氏や性別などは é tat ではあるが

statut ではないとされる。他方で、職

業は statut ではあるが état ではない

とされていることからは、statut を構

成するもののうち一部のみが état を
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構成するとされていると言える。も

っとも、statut の概念はこの論文にお

いて繰り返し前述のように定義され

ているのに対して、 é tat の概念がど

のように捉えられているのかは、判

然としない。先に見た、能力者か無

能力かを決するものという定義は、

結局のところ état のみならず statut

とも重なるものとして語られていた

ので、 statut と区別される état の概

念の定義としては相応しくない。そ

れでも、上記の例のうち、氏や性別

などが statut ではないが état ではあ

るとされている理由が、人の特定

（ identif icat ion ） 及 び 個 別 化

（ individualisat ion）を可能にするも

のである点に求められていることが

窺われるので、そうだとすると、état

の概念は、人の特定のための要素と

いう、伝統的な定義に従って捉えら

れているのではないかと思われる。  

 このように、état ではなく statut を

語ることには、単なる同義語の間で

の選択にとどまらない意味がある。

ゴゴス＝ジャントランの提唱する

statut の概念は、法学的な état の概

念とは別に、社会的なポジションと

いう、社会学的な観点から法を捉え

るために用意された概念であると言

うべきだと思われる ( 5 4 )。したがって、

民法における身分とは区別された、

社会における地位について語るため

 
( 5 4 )  「働く人びとが総合職正社員、一般職正社員、限定正社員、嘱託社員、契約社

員、パート・アルバイト、派遣労働者のいずれかの身分に引き裂かれた『雇用身分社

会』」の出現（ 1 6-17 頁）を語る森岡孝二『雇用身分社会』（岩波書店、 2 015 年）が

「社会における人びとの地位や職業の序列」を意味するものとして用いる「身分」の

概念（ 17 -18 頁）に近いと言えようか。  
( 5 5 )  Lero y er,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  32 .  
( 5 6 )  V.  Lero y er,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  3 .  
( 5 7 )  こうして同一性の概念を中心にして身分の概念を構成するのにとどまらず、ロシ

ュフェルドは、同一性の概念を主題として語るなかで身分の概念を語る（ Ro chfe ld ,  

op.  c i t .  ( su p ra  no t e  2 ) ,  no t ion  1 ,  n o  15  e t  s .）。  

の概念として捉えるべきであろう。  

 

 B 身分と個人的なアイデンティ

ティ  

 他方で、いわば個人の観点から身

分の概念を更新する動きも見られる。

既に本稿でも取り上げているルロワ

イエ「人の身分の概念」（ 2004 年）が

それであり、ルロワイエは、「それに

法効果を付与するために法律が考慮

に入れる、同一性の諸要素（ éléments  

d’ identi té）の、総体」として定義す

ることを提唱する ( 5 5 )。  

 身分についてのこのような新しい

観念（ conception）は、一方で、「法

律が考慮に入れる」という要素を含

む点においては、「それに法効果を付

与するために法律によって考慮に入

れられる諸性質（ quali tés）の総体」

と広く身分の概念を定義する系譜

( 5 6 )の延長線上に位置付けられる。他

方で、単なる「諸性質」に代えて「同

一性の諸要素」が語られている点に

おいて新しい ( 5 7 )。  

 このように○a 「同一性」の概念を

中心として○b 「身分」の概念が構成

さ れ て い る の で あ る が 、「 同 一 性

（ identi té）」の概念は次のように分

析されている。すなわち、同一性（○a ）

には、①人の特定（ identif icat ion）を

可能にする諸要素の総体を意味する

「身分的同一性（ identi té  s ta tutaire）」
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( 5 8 )と、②自分自身との関係を意味す

る 「 主 観 的 同 一 性 （ identi té  

subject ive）」 ( 5 9 )とがあることが確認

される ( 6 0 )。前者が伝統的な意味、後

者が新しい意味であるとされる。後

者は、日本語の日常用語でいう「ア

イデンティティ」に当たると言うこ

とができ、以下ではアイデンティテ

ィの語はその意味において用いるこ

ととする。  

 このような二重の意味を有するも

のとして同一性の概念が取り込まれ

た身分の概念は、身分（○b ）の二重

の機能として、①身分的同一性に対

応する、特定という機能と、②主観

的同一性に対応する、アイデンティ

ティの承認という機能とがあること

を表すことができるのだとされる

( 6 1 )。同一性の概念（○a ）の一部に身

分的同一性（①）という形で既に身

分（ statut）の要素が取り込まれてい

たところ、身分の概念（○b ）の側に

それ（①）が取り込まれるのと同時

に、同一性の概念（○a ）の残りの部

分である主観的同一性（②）もまた

身分の概念（○b ）に取り込まれてい

る、と言うことができよう。  

 このようにして主観的同一性すな

 
( 5 8 )  s t a tu t a i r e という形容詞に対応する名詞は s t a tu t であるが、ここでは é t a t に相当す

るものとして用いられていると考えられる。そこでは、 é t a t すなわち s t a tu t が、特定

（ i d en t i f i cat io n）のための要素だという理解が前提とされていることが窺われる。  
( 5 9 )  su j ec t i f という形容詞には、主体的という含意も付随しうるが、ここでは二つの意

味のいずれも主体に関するものであること、 p sy cholog iqu e（心理的）という形容詞と

並んで語られることもあることから、主観的という意味合いが強いと思われる。  
( 6 0 )  Lero y er,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  27 .  ロシュフェルドによる、「固定的特定

（ i d en t i f i cat io n  s t ab l e）」と「選択的同一性（ i d en t i t é  cho i s i e）」との区別（ Ro ch fe ld ,  

op.  c i t .  ( su p ra  no t e  2 ) ,  no t ion  1 ,  p .  48）に対応すると思われる。  
( 6 1 )  Lero y er,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  32 .  
( 6 2 )  同論文において（単なる é t a t ではない） é t a t  c iv i l は、身分証書（ ac t es  de  l ’ é t a t  

c iv i l）を指すと解される。このことは、直接的には注 1 56 から、間接的にも、それが

証明（ n o  27）や公示（ n o  30）のためのものとして語られていることから、窺われ

る。  
( 6 3 )  Lero y er,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  39 .  
( 6 4 )  Lero y er,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  27 .  

わちアイデンティティの問題（②）

が身分の概念に取り込まれるのであ

るが、身分的同一性すなわち特定（ア

イデンティファイ）の問題（①）も

また必要な要素とされている。同一

性の要素は、したがってアイデンテ

ィティの要素も、その限りにおいて、

身分の要素をなすのである。この点

において、ルロワイエが構成する身

分の概念も、特定のための要素の総

体という伝統的な身分の概念を継承

している。  

 身分（ état）と身分証書（ état  c ivi l）

( 6 2  )とが密接に関連するという理解

がルロワイエのもとでも維持されて

いること ( 6 3 )は、その結果であると考

えられる。身分には身分的同一性に

対応する要素も含まれているところ、

身分的同一性は、「特定を可能にする

ものであって、その証明を身分証書

がもたらすもの」だとされている ( 6 4 )

のである。そして、このことには理

由があると思われる。身分的同一性

（①）と主観的同一性（②）とをあ

わせて語るためのものとして、同一

性の概念（○a ）とは別に身分の概念

（○b ）を設けることに意味があると

すれば、身分の概念への包摂に伴う
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何かがあるからだと考えるべきであ

るが、そのようなものとして、身分

証書に記載されるということがある

のだと考えられる ( 6 5 )。  

 そうだとしても、なぜ、特定の問

題にとどまらず、アイデンティティ

を含む同一性の問題を、「身分（ état）」

の概念によって語るのであろうか。  

 まず、消極的には、人を特定する

ことを可能にする区別のための諸要

素の総体、として定義される伝統的

な身分の概念は、実定法の正確な反

映ではほとんどなくなっている、と

指摘されている ( 6 6 )。そこで述べられ

ているのは、特定のための要素が全

て身分に含まれるわけではないとい

うことである。  

 もっとも、身分に含まれないもの

は特定のための要素として有意では

ないということだとすれば、特定の

ための要素として身分を定義するこ

と自体には問題がないと思われる。

問題は、何が有意とされるかであっ

て、同一性という要素は、それを決

する基準として導入されようとして

いるように思われる。  

 同一性と身分とを関連付けること

についてルロワイエは、第一に、身

分 が そ の 象 徴 的 役 割 （ rôle  

 
( 6 5 )  もっとも、要素に応じて、公示の程度に差がある公証の手段を複数設けること

は、妨げられないと思われる。実際に、戸籍には全部事項証明書と一部事項証明書と

があり、戸籍と個人番号とでは社会的・法的な意味も異なる。  
( 6 6 )  Lero y er,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  31 .  
( 6 7 )  Lero y er,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  30 .  
( 6 8 )  心理的同一性は、ルロワイエのいう主観的同一性、つまりいわゆるアイデンティ

ティを指すと考えられる。この、心理的同一性の形成において重要な役割を果たすと

いう表現は Dan ie l  Gutma nn,  Le  sen t imen t  d ’ id en t i t i é ,  LGDJ ,  200 0 ,  n o  23 4 から引用され

ているところ（ただし、 essen t i e l とある箇所の原文には r eco nnu とある。）、そこで念

頭に置かれていたのは、特に身分の継続性（ s t ab i l i t é）である（第 1 部第 2 章で愛情

環境の継続性が論じられるのに続いて、第 1 部第 3 章において、民事的同一性

（ i d en t i t é  c iv i l e）の継続性として、親子関係及び氏の継続性が論じられている。）。  
( 6 9 )  最大判平成 2 7 年 1 2 月 1 6 日民集 69 巻 8 号 2 586 頁。  
( 7 0 )  歴史学における身分研究の文脈においても、アイデンティティに関するものとし

て身分を捉える潮流が見られるようである。藪田貫「身分のとらえ方」大橋幸泰＝深

symbolique ） な い し 象 徴 的 機 能

（ fonction symbolique）を強めている

ことから、身分は今日アイデンティ

ティの概念ひいては同一性の概念へ

と向けられている、と述べている ( 6 7 )。

ここで身分に象徴的役割ないし象徴

的機能があるとされるときに想定さ

れているのは、身分が心理的同一性

の形成において重要な役割を果たし

ているということ ( 6 8 )である。氏につ

いて日本の最高裁判所は、「……氏が、

名とあいまって、個人を他人から識

別し特定する機能を有するほか、人

が個人として尊重される基礎であり、

その個人の人格を一体として示すも

のでもあることから、氏を改める者

にとって、そのことによりいわゆる

アイデンティティの喪失感を抱いた

り、従前の氏を使用する中で形成さ

れてきた他人から識別し特定される

機能が阻害される不利益や、個人の

信用、評判、名誉感情等にも影響が

及ぶという不利益が生じたりするこ

とがあることは否定でき」ないと述

べているが ( 6 9 )、氏に限らず、他人と

の関係で特定の機能を果たすもので

あるがゆえに自分との関係でアイデ

ンティティの要素にもなるという関

係がありうると考えられる ( 7 0 )。  
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 もっとも、このことが、アイデン

ティティの要素を身分の概念に取り

込むことを正当化するものであるの

かは、判然としない。ここではさし

あたり、ある事項が身分を構成して

いるということを前提に、身分がア

イデンティティをもたらすというこ

とが述べられているものと考えられ

る。しかしながら、一方で、そこか

らは、アイデンティティの要素が身

分を構成するということは導かれな

い（図式的にいわば、「身分→アイデ

ンティティ」であって「アイデンテ

ィティ→身分」ではない）と思われ

る。他方で、身分がアイデンティテ

ィをもたらすのだとしても、アイデ

ンティティをもたらすかどうかは各

人の問題であって、常にもたらすと

は限らない。そうだとすると、アイ

デンティティの要素となりうるもの

が身分を構成しているということは

言えても、ある事項が身分であるか

どうかを決定しているのはあくまで

もルロワイエのいう身分的同一性で

あって、主観的同一性はそこから導

かれることがあるものとして位置付

けるのが適切なのではないかと思わ

れる。  

 あるいは、ここで述べられている

ことを、アイデンティティを構成す

る要素は身分の要素として、特定の

ための要素ともすべきだという主張

として理解することもできる。しか

し、まず、何がアイデンティティの

要素は各人に多様であるから、この

 
谷克己編『身分論をひろげる』（吉川弘文館、 20 1 0 年） 18 8-189 頁、畑中敏之『身分

を超える――差別・アイデンティティの歴史的研究』（阿吽社、 2 014 年） 13-24 頁参

照。  
( 7 1 )  Lero y er,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  36  à  38 .  身分の構成要素から外れた要素は、身分

とは別の手段によって考慮に入れられるのだとされる（ n o  33 ,  39 ,  4 0  e t  s .）。  
( 7 2 )  Lero y er,  op .  c i t .  ( sup ra  no t e  2 ) ,  n o  32 .  

主張は、アイデンティティを構成す

ることがある要素は、特定の要素と

もすべきだという主張だということ

になると思われる。そうだとしてさ

らに、そのような特定は社会によっ

て強制されることになるから、アイ

デンティティを構成しうる要素が特

定のための要素とするのにふさわし

いかどうかがさらに問題になる。実

際に、ルロワイエが、職業は、階級

別の法を形成するおそれがあること

から、内縁は、内実が多様にすぎる

ことから、能力や健康状態は、恣意

や無秩序のおそれがあることから、

宗教は、差別をもたらすおそれがあ

ることから、言語は、共和国の不可

分性の原則から、身分を構成する要

素に相応しくないとしている ( 7 1  )の

は、そのことを示している。  

 ルロワイエは、第二に、身分的同

一性に対応する身分の特定機能（①）

は安定性を含意し、主観的同一性に

対応する身分のアイデンティティ承

認機能（②）は変化を許容すること

から、身分の概念を定義するのに同

一性の概念を用いることで、これら

の（不変と変化という）要請の間の

調整が可能になるのだということも

述べている ( 7 2 )。  

 もっとも、特定のための要素をも

って身分としたうえで、その通時的

な変化の可能性を、身分の副次的な

機能としてのアイデンティティ承認

機能に照らして検討することによっ

ても、このような調整は達成可能で
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あるように思われる。  

 以上の検討を踏まえると、概念と

しては、あくまでも人の特定のため

の要素として身分の概念を定義し、

そのうえで、何を特定のための要素

とするのか、そして、その要素は変

更可能であるか、ということを考察

するにあたって、身分の要素となる

ものが人のアイデンティティを構成

することがあるということを意識す

るのがよいのではないかと思われる。 

 

 おわりに  

 このように、近時のフランス民法

学は、民法における身分の概念及び

性質について考察するための素材を

提供している。身分の処分不可能性

の原則をめぐる議論からは、身分の

性質として処分不可能性を語ること

の意義は大きくないということが窺

われ（ I）、身分の概念の更新の試み

を踏まえてもなお、人の特定のため

の要素として身分の概念を定義する

ことはなお可能であり適切なのでは

ないかと考えられる（ II）。その一方

で、具体的に何を（法＝社会におい

て）人の特定のための要素とするの

か、その要素は変更可能であるのか

ということを検討する際には、同一

性という概念を媒介して、アイデン

ティティという観点を意識すること

が必要であるということも、確かで

あろう（ II  B）。もっとも、直ちに結

論を出すことはできない問題であり、

日本の社会に即した、日本法におけ

る、その具体的な検討は、今後の課

題とせざるをえない。  

 

 ＊ 本 研 究 は Ｊ Ｓ Ｐ Ｓ 科 研 費

JP22K01247 の助成を受けたもので

ある。  

 


